2011年度「労働法」（1月10日）

第24回　団体行動（荒木534～564頁）
第24回　講義のねらいレジュメ中の①～⑥の課題の検討を通じて、団体行動に対する保護、保護が得られない場合の法的帰結、使用者の争議対抗行為の内容等について検討する。
1. 労働争議の状況
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2. 団体行動の法的保護
課題①：憲法28条で保障された「団体行動する権利」とはストライキ権と同義だろうか。団体行動、争議行為、ストライキの関係はどうなっているのだろうか？ 
a. 団体行動の概念
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b. 争議行為の法的保護
i. 刑事免責（憲法28条、労組法1条2項）
ii. 民事免責（憲法28条、労組法8条）
iii. 不利益取扱いからの保護（憲法28条）
c. 組合活動の法的保護
d. 争議行為の概念
i. 業務阻害説（多数説？）

ii. 労務不提供中心説（菅野説）

3. 争議行為の正当性
課題②：争議行為が法的に保護されるのはそれが「正当」な争議行為である場合に限られる。では争議行為の正当性の判断基準とは何か。
a. 主体
b. 目的

c. 手続

d. 態様

4. 正当性のない争議行為と法的責任

課題③：争議行為に正当性が認められない場合には、法的にどのような責任が発生しうるだろうか。
a. 刑事責任

b. 損害賠償責任

i. 契約理論による帰結

ii. 個人責任の有無

c. 懲戒処分

5. 争議行為と賃金

課題④：正当な争議行為に参加した労働者に対して、賃金カットを行うことは適法か？ 

a. 争議行為参加者の賃金

i. ノーワーク・ノーペイの原則

ii. 賃金カットの範囲

103　三菱重工長崎造船所事件
iii. 怠業と賃金カット

b. 争議行為不参加者の賃金

課題⑤：東京と沖縄に営業所のあるY航空会社で、東京でZ組合がストライキを行ったため、フライトがキャンセルされ、沖縄営業所で仕事がなくなった。そこでＹ社は、沖縄営業所のＺ組合に所属する組合員Ｘらに休業を命じ、賃金を支払わなかった。Ｘらは、ストライキに参加していなかったのにＹ社から就労を拒絶され、賃金も支払われないことになったのは不当として、賃金を請求できるだろうか。
105　ノース・ウエスト航空事件
i. スト不参加者が就労した場合

ii. 就労が無価値となっていないのに使用者が就労を拒否した場合

iii. 就労が無価値となり使用者が就労を拒否した場合

1) 賃金請求権の存否

(a) 部分ストの場合

(b) 一部ストの場合

2) 労基法26条の休業手当の存否

(a) 部分ストの場合

(b) 一部ストの場合

6. 争議行為と第三者

7. 使用者の争議対抗行為

a. 操業の継続

b. ロックアウト

106　丸島水門事件
8. 組合活動

課題⑥：使用者は、就業時間中に「要求貫徹」というリボンを着用して就労した組合員を懲戒することは可能だろうか。使用者の許可を得ることなく、組合のビラをロッカールーム内のロッカー扉に貼ったり、企業敷地内で配ったりする行為は、企業秩序に反する行為として懲戒処分可能だろうか。
a. 組合活動の正当性に関する一般的基準

i. 主体

ii. 目的

iii. 態様

b. 具体的判断

i. 就業時間中の組合活動ーリボン闘争等

91　大成観光事件
ii. 企業施設・企業秩序との関係
92　国鉄札幌運転区事件
9. 労働争議の調整












































































































































































ピケッティング・ボイコット等：スト付随的行為





ストライキ・怠業：集団的労務不提供
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